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新城市新城市新城市新城市のののの連結連結連結連結財務財務財務財務４４４４表表表表（（（（平成平成平成平成 20202020 年度決算年度決算年度決算年度決算））））についてについてについてについて    

        

第第第第１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

1990 年代後半に入って、日本においても企業の IR(インベスター・リレーションズ)が急速

に活発化し、現在、企業の信用力の向上、資金調達の円滑化、企業イメージの向上等に重要

な役割を担うようになってきています。IR は、投資家との良好な関係を構築する手段として

有効であり、また資金調達の円滑化に資することから、中小企業を含め今後さらに進むもの

と予測されます。 

一方、自治体においては、税で運営されているという特殊性から、総合計画等各種計画の公

表による自治体の経営方針の表明、各種説明会や施設見学会の開催、広報紙、ホームページ

等による情報提供、予算決算財産状況の公表等企業の IR とは異なるものの同様の取り組みが

早くからなされてきました。新城市においても、他の自治体同様各分野において行われてい

ますが、財務関係においては、予算及びその執行状況、決算、財産や債務の状況等を広報紙、

市ホームページで情報提供するとともに、冊子「ザイセイの話」を毎年発行し、情報を発信

してきたところです。しかし、財務関係においては、先進的な企業の IR と比べると会計方式

が異なること(複式簿記方式と単式簿記方式等)もあり、さらに改善すべき点があります。 

このような状況の中、平成 18 年に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律」いわゆる行革推進法が成立し、行革の一つとして各地方公共団体は資産及び

債務の把握管理体制を整備することになりました。また、これと関係して政府は、地方公共

団体に対し、企業会計の慣行を参考とした貸借対照表その他財務書類いわゆる「財務諸表」

の整備を要請しております。この財務諸表の作成は、義務ではなく自治体の任意ですが、前

述のとおり先進的な企業の IR(財務関係部分)と比べると新城市の財務情報提供には改善すべ

き点があることから、新城市においても財務諸表を作成し、公表していくこととしました。 

新城市の財務のうち、普通会計(一般会計と地域下水道会計)分の財務諸表については、平成

２１年１２月２２日に公表しているところですが、今回は連結対象である特別会計と一部事

務組合、広域連合、土地開発公社等の外部団体を含めて、新城市の連結財務諸表を作成しま

したので公表します。 

なお、新城市の財務諸表は、総務省が公表した「新地方公会計制度研究会報告書」の「地方

公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」を採用し、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、

「資金収支計算書」、「純資産変動計算書」の４表を作成しています。 

 

※IR：企業が投資家向けに経営状況や財務状況、業績動向に関する情報を発信する広報活動。

企業と株主間の理解を深めるのが目的。具体的な活動には、ホームページ上での情報開

示、各種説明会等の開催、工場や施設見学会、投資家向け広報誌の刊行など。 

 

１．基準モデルの特徴 

新地方公会計制度は、企業会計の慣行と会計事務を基に、資産、税収や移転収支など地方自

治体の特殊性を加味した財務書類で、開始貸借対照表を固定資産台帳に基づき作成し、現金
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取引情報に止まらず、ストック・フロー情報を網羅的に公正価値で把握した上で、個々の取

引情報を発生主義により複式記帳して作成することを前提としたものです。 

従来から作成していた旧総務省方式では、固定資産については昭和４４年以降の決算統計の

普通建設事業費の積み上げにより算定していましたが、この基準モデルでは現存する固定資

産を洗い直し、公正価値により評価しています。 

   ※ 「資産評価の方法」は、７ページに掲載 

 

２．財務諸表の作成基準 

新城市の財務諸表は、平成１８年８月３１日付け総務事務次官通知に基づき、「新地方公会

計制度研究会報告書」の「第二章」「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」及びそ

の後公表された「新地方公会計制度実務研究会報告」の「第２部基準モデルに基づく財務書

類作成要領」（以下、「作成要領等」と呼びます）によって作成しています。 

(1) 対象会計 

   連結：新城市の普通会計に連結対象となる公営事業会計、一部事務組合・広域連合、

地方公社・第 3 セクターを連結しています。 

    ※ 「連結の対象となる会計の範囲」は、８ページに掲載 

(2) 対象年度 

対象は平成２０年度で、平成２１年３月３１日を作成基準日としています。なお、出

納整理期間（平成２０年度の会計については、平成２１年４月 1 日から５月３１日まで）

における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

(3) 一年基準 

負債の部における流動・非流動の区分については、原則として１年基準を採用してい

ます。 

(4) 有形固定資産 

有形固定資産の計上については、「公正価値」評価によるものとしています。公正価値

とは、主に、将来の経済的便益の割引現在価値、市場における実現可能価値、再調達原

価または取得原価のいずれかを意味します。  

基準モデルでは、有形固定資産を作成要領等に基づき、「事業用資産」と「インフラ資

産」とに区分して計上しています。また、事業用資産とインフラ資産の区別については、

作成要領等にある《別表 B１ 事業用資産とインフラ資産の区分表》に従っています。 

    ※ 「別表 B１ 事業用資産とインフラ資産の区分」は、５ページに掲載 

(5) 減価償却費 

有形固定資産の減価償却費は、資産種別ごとに作成要領等に示された耐用年数に基づ

き、残存価格をゼロとする定額法で計算しています。土地については、減価償却を行い

ません。 

その際、有形固定資産のうち事業資産として整理された資産については、減価償却費

を行政コスト計算書に費用として計上しています。また、インフラ資産として整理され

た資産については、減価償却費相当額を、直接資本減耗という科目で、純資産変動計算

書の方に計上しています。 

※ 「別表 B２ 基本耐用年数表」は、６ページに掲載 
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３．財務諸表の種類 

(1) 貸借対照表 

資産形成された行政財産や投資・出資状況を資産として表し、それらの調達に必要な

財源の状況を「将来世代の負担になるもの」を負債、「過去の世代がすでに負担したもの」

を純資産として表しています。 

     民間企業のものは、決算日にどんな財産（資産）をどれだけ持ち、その資産を借金（負

債）として手に入れたのか、自分のお金（資本）で手に入れたかを示しています。 

(2) 行政コスト計算書 

民間企業の１年間の「収益」と「損失」の動きを把握する損益計算書に当たるもので、

１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみ収集にかかる経費など、資産形成

に結びつかない行政サービスに要したコストを①人にかかるコスト、②物にかかるコス

ト、③経費、④業務関連経費用、⑤移転支出的なコストに区分し表示しています。 

(3) 純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産（過去の世代が負担した将来返済しなくてもよい資産）が年度内

にどのように増減したかを①財産変動、②資産形成充当財源変動、③その他の純資産変

動に区分し表示します。 

民間企業では、自己資本や利益剰余金などの変動を説明するものとして使われていま

す。 

(4) 資金収支計算書 

１年間の資金の増減を①経常的収支、②公共資産整備収支、③財産的収支に区分され、

３つの収支の財源がどのように調達され、収支の過不足が生じたのかを明らかにするも

のとなっています。 

※ 「財務諸表の関連」は、４ページに掲載 
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【【【【財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表のののの関連関連関連関連】】】】 

   ≪≪≪≪貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表≫≫≫≫                                                    ≪≪≪≪行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書≫≫≫≫    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ＋ 

    ＝                        │ 

  

 

                            ∥ 

                             

 

 

   ≪≪≪≪資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書≫≫≫≫                                                                ≪≪≪≪純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書≫≫≫≫    

 

 

 

 

 

       │                    │ 

                           

       ∥                    ＋ 

                            

       ＋                    ± 

 

       ∥                    ∥ 

 

 

 

 

 

企業の損益計算表に相当するもので、一年間の行

政サービス（資産形成に係るものを除く）に要したコ

ストとその財源の対応をフロー情報として示したも

の。現金収支だけではなく、減価償却費や各種引当

金の繰入額が計上される。 

市が保有する公共施設やインフラ資産などの「資産」に

対して、地方債や退職手当引当金などの将来返済しな

ければならない「負債」や返済を要しない「純資産」に

関するストックの情報等を総括的に表したもの。 

資産の部 

決 算 年 度 末

まで残ってい

る 過 去 か ら

蓄 積 さ れ た

資産   

 

  資金資金資金資金    

負債の部 

決算年度末まで残ってい

る負債 

純資産の部 

決算年度末まで残って

いる資産の財源のうち

返済の必要がないもの 

経常経費 

・人にかかるコスト（決算年度の人件費など） 

・物にかかるコスト（決算年度の物件費など） 

・移転支出的なコスト（決算年度の扶助費など） 

・その他のコスト（決算年度の支払利息など） 

経常収入 

使用料・手数料、分担金・負担金、寄付金 

純経常行政コスト 

貸借対照表の「純資産の部」の一年間の変動を

財源の受入状況や振替の状況を細かく示して説

明するもの。 

一年間の歳計現金の出入りを「経常的収支」、

「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」の３

つに区分して収支を説明したもの。 

期首純資産残高 

純経常行政費用 

財源調整（一般財源・補助金受入等） 

資産評価替え等 

期末純資産残高 

収  入 

支  出 

当期収支 

期首資金残高 

期末資金残高 
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≪参考≫    

基準モデルに基づく財務書類作成要領 別表 B 

                                   新地方公会計制度実務研究会報告書より抜粋 

別表B1　事業用資産とインフラ資産の区分表

事業用資産 インフラ資産

1 行政財産
1 公用財産

1 庁舎 本庁、支所 ○
2 その他公用施設 職員宿舎 ○

2 公共用財産
1 福祉施設

1 社会福祉施設 老人ホーム、母子福祉センター ○
2 児童福祉施設 保育所、児童館、児童自立施設 ○

2 公衆衛生施設
1 公衆衛生施設 診療所、保健所 ○
2 清掃施設 じん芥処理施設、し尿処理施設 ○

3 農林水産業施設
1 農業関係施設 農業試験場、ポンプ施設 農道を除く ○
2 林業関係施設 林道、一部の山林を除く ○
3 水産業関係施設 漁港を除く ○

4 商工観光施設
1 商工施設 公営事業を除く ○
2 観光施設 公営事業を除く ○

5 道路 地方道、農道、林道、橋りょう ○
6 河川 河川、池沼 ○
7 港湾 港湾、漁港 ○
8 公園 都市公園、児童公園 ○
9 住宅 公営住宅 職員住宅を除く ○

10 防災 護岸、治山 ○
11 教育施設

1 学校 小学校、中学校、高校、幼稚園 ○
2 社会教育施設 図書館、市民会館 ○
3 給食施設 給食センター ○
4 教員住宅 ○

12 公営事業
1 上水道施設 簡易水道、飲料水供給施設 ○
2 下水道施設 都市下水道、集落排水施設 ○
3 病院 ○
4 その他公営事業関係施設 公営競技施設、観光施設、駐車場 電気・ガスはインフラ資産 △ △

2 普通財産
1 土地

1 売却可能土地 ○
2 その他 ○

2 その他普通財産 ○

注１）「△」印は、具体的なケースに即して判断する。

資産の区分
分　類 例　示 注
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別表B2　基本耐用年数表

資産名 耐用年数 資産名 耐用年数

建　物 別表B3参照 建　物

道　路 注1） 48 道　路 15

林道（道路に準ずる） 48
農道（道路に準ずる） 48
橋　梁 60 橋　梁 60
トンネル 75 トンネル 75
立体交差（地下式） 75 立体交差（地下式） 75
人工地盤 60 人工地盤 60
区画整理 40
公　園 注2） 40 公　園 20
防火水槽 30 防火水槽 30
プール 30 プール 30
河川（治水） 注1） 49 河川 30
水　路 30 水　路 30
水門・樋門 25 水門・樋門 25
池　沼 30 池　沼 30
農業農村整備 20
治　山 30
砂　防 50
漁　港 注1） 50 漁　港 50
港　湾 注1） 49 港　湾 50
空　港 25
海岸保全 注1） 30
ポンプ施設 注4） 15
　（防災用排水用）
ごみ焼却場
機械及び装置 別表B4参照
物　品 別表B4参照
地役権（地上権） 5
特許権 8 特許権 8

3 ソフトウェア（同左） 3
ソフトウェア（その他） 5 ソフトウェア（同左） 5
電話加入権 20 電話加入権 20
漁業権 10 漁業権 10
ダム使用権 55 ダム使用権 55
水利権 20 水利権 20
下水道施設（例） 注3）
　下水管きょ 50
　処理設備 50
　ポンプ設備 20
　施設利用権

50　(流域下水処理場利用分)

そ
の
他

財務省令での耐用年数本資産算定で使用する耐用年数

ソフトウェア（複写後販売用）

有
 

形
 

固
 

定
 

資
 

産

無
形
固
定
資
産
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【資産評価の方法】 

「新地方公会計制度研究会報告書」（平成１８年５月１８日公表）及び「新地方公会計制度実務研

究会報告書」（平成１９年１０月１７日公表）に記載されている作成要領に基づき、資産評価を行って

います。 

 

科 目 種  類 評 価 方 法 

事業用資産（普通財産） 1 筆ごと個別評価 

事業用資産（行政財産） 地積×旧市町村別の平均単価 土 地 

インフラ資産 地積×旧市町村別の平均単価 

立木竹 市有林 森林面積×樹種林齢別単価 

建築価格が判明 建築価格×デフレーター 

建 物 

建築価格が不明 延床面積×建物構造別・用途別単価 

道路 延長距離×幅員別単価 

農道 農道延長距離×幅員別単価 

林道 林道延長距離×平均単価 

橋梁 橋梁面積×上部平均単価＋下部平均設計額 

河川 合併後の河川改良工事費 

防火水槽 取得価格による個別評価（４０㎥以上のみ） 

公園 合併後に供用開始した都市公園の工事費 

工作物 

プール プール水面積×国庫補助基準単価 

機械器具 医療器具等 取得価格のよる個別評価（残存５０万円以上） 

物 品 備品 取得価格による個別評価（残存５０万円以上） 

ソフトウエア 取得価格による個別評価 

電話加入権 備忘価格（１円）で評価 無形固定資産 

地上権 備忘価格（１円）で評価 
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第第第第２２２２．．．．連結連結連結連結のののの対象対象対象対象となるとなるとなるとなる会計会計会計会計のののの範囲範囲範囲範囲    

普通会計普通会計普通会計普通会計    一般会計 
単単単単

体体体体    
・ 一般会計 

・ 地域下水道事業 

公営事業会計公営事業会計公営事業会計公営事業会計    

特別会計 

・国民健康保険事業 

・老人保健 

・後期高齢者医療（平成２０年度から） 

・介護保険事業 

・国民健康保険診療所 

・簡易水道事業 

・大野簡易水道事業 

・農業集落排水事業 

・公共下水道事業 

・宅地造成事業 

 

 うち 

公営企業会計 

・水道事業 

・工業用水事業 

・新城市民病院事業 

一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合・・・・広域連合広域連合広域連合広域連合    

・ 愛知県後期高齢者医療広域連合 

・ 新城北設楽交通災害共済組合 

地方公社地方公社地方公社地方公社・・・・第第第第３３３３セクターセクターセクターセクター等等等等    

連連連連

結結結結    

・ 新城市土地開発公社 

・ (財)農林業公社しんしろ 

・ (株)山湊 

 

◇ 第３セクターの要件 

・ 地方公共団体の出資比率が５０％以上 

・ 地方公共団体の出資比率が２５％以上５０％未満の法人は、地方公共団体がその法人の

業務運営を実質的に支配していると認められる場合 

（地方公共団体からの役員の派遣、財政支援の実態より判断） 
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第第第第３３３３．．．．新城市新城市新城市新城市のののの財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表のののの概要概要概要概要    

１１１１    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表（（（（BSBSBSBS））））≪≪≪≪資産及資産及資産及資産及びびびび負債負債負債負債・・・・純資産純資産純資産純資産のののの状況状況状況状況≫≫≫≫                                                                    

    ○○○○    資産資産資産資産総額総額総額総額                単体単体単体単体    １１１１，，，，３８１３８１３８１３８１億円億円億円億円        連結連結連結連結    １１１１，，，，８８８８０８０８０８０８億円億円億円億円    

・ 資金、金融資産などの金融資産は、単体で８６億円、連結で１１０億円となっている。 

   ・ 事業用資産、インフラ資産などの非金融資産は、単体で１，２９５億円、連結で１，

６９９億円となっている。 

    ○○○○    負債総額負債総額負債総額負債総額                単体単体単体単体            ３１４３１４３１４３１４億円億円億円億円        連結連結連結連結            ５５５５１９１９１９１９億円億円億円億円  

   ・ １年以内に償還する公債費等の流動負債は、単体で３０億円、連結で６３億円となっ

ている。 

   ・ 公債（流動資産に計上するものを除く。）等の非流動負債は、単体で２８４億円、連結

で４５６億円となっている。 

 ○○○○    純資産純資産純資産純資産                    単体単体単体単体    １１１１，，，，０６０６０６０６７７７７億円億円億円億円        連結連結連結連結    １１１１，，，，２９０２９０２９０２９０億円億円億円億円    

            ・ 資産を形成（取得）するために過去に調達した財源で償還等を行う必要のないもの。 

 

２２２２    行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書（（（（PLPLPLPL））））≪≪≪≪行政行政行政行政サービスサービスサービスサービス活動活動活動活動のののの収支状況収支状況収支状況収支状況≫≫≫≫                                                    

    ○○○○    総行政総行政総行政総行政コストコストコストコスト        単体単体単体単体            １５８１５８１５８１５８億円億円億円億円        連結連結連結連結            ２２２２８０８０８０８０億円億円億円億円    

・ 人件費などの経常業務費用は、単体で５６億、連結で８３億円となっている。 

   ・ 物件費などの経常業務費出は、単体で２８億円、連結で４６億円となっている。 

 ○○○○    経常業務収益経常業務収益経常業務収益経常業務収益        単体単体単体単体                １０１０１０１０億円億円億円億円        連結連結連結連結                ５４５４５４５４億円億円億円億円    

・ 行政サービスの対価として負担した利用者負担額など。 

 ○○○○    純行政純行政純行政純行政コストコストコストコスト        単体単体単体単体            １４８１４８１４８１４８億円億円億円億円        連結連結連結連結            ２２２２２２２２７７７７億円億円億円億円    

・ 経常費用合計から経常業務費用を差し引いたもの。この分については、市税・保険料・

地方交付税・国県補助金などで賄っている。 

 ○○○○    市市市市民民民民１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの行政行政行政行政コストコストコストコスト    単体単体単体単体            ２８８２８８２８８２８８千千千千円円円円        連結連結連結連結            ４４１４４１４４１４４１千千千千円円円円    

 

３３３３    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書（（（（NWNWNWNWＭＭＭＭ））））≪≪≪≪純資産純資産純資産純資産のののの変動状況変動状況変動状況変動状況≫≫≫≫                                                                    

    ○○○○    当期末残高当期末残高当期末残高当期末残高            単体単体単体単体    １１１１，，，，００００６７６７６７６７億円億円億円億円        連結連結連結連結    １１１１，，，，２９０２９０２９０２９０億円億円億円億円    

・ 貸借対照表の純資産について、当年度の増減を「財源変動の部」「資産形成充当財源の

部」「その他の純資産の部」の３区分して表示したもの。 

 

４４４４    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書（（（（CFCFCFCF））））≪≪≪≪資金資金資金資金のののの収支収支収支収支のののの況況況況≫≫≫≫                                                                                

    ○○○○    当期末当期末当期末当期末資金資金資金資金残高残高残高残高    単体単体単体単体                １０１０１０１０億円億円億円億円        連結連結連結連結                ２５２５２５２５億円億円億円億円    

・ １年間の資金の増減を「経常的収支」「資本的収支」「財務的収支」の３区分して表示

したもの。    

    

    





 11 

２新城市（連結）の貸借対照表（ＢＳ）の概要 

(1) 資産と負債・純資産の状況 

平成２０年度末現在の資産合計は、１，８０８億円であり、その内訳は、資金、債権、投資

等の金融資産が１１０億円（構成比６．１％）、道路や建物等の非金融資産が１，６９９億円（構

成比９３．９％）となっている。 

金融資産で主なものは、基金・積立金が５６億円（構成比３．１％）となっている。 

非金融資産で主なものは、道路等のインフラ資産が１，１６１億円（構成比６４．２％）、公

有財産である事業用資産が５３５億円（構成比２９．６％）となっている。 

一方、資産形成等に要した資金の内訳は、今後返済を要する負債合計が５１９億円（資産合

計に対し２８．７％）であることに対し、今後返済を要しない純資産が１，２９０億円（資産

合計に対し７１．３％）となっている。 

負債合計の内訳は、流動負債が６３億円（資産合計に対し３．５％）、非流動負債が４４７億

円（資産合計に対し２５．２％）、となっている。 

流動負債の主なものは、公債（短期：翌年度償還予定額）が５１億円（資産合計に対し２．

８％）となっている。 

非流動負債の主なものは、翌年度（平成２１年度）償還予定額を除く公債が３８７億（資産

合計に対し２１．４％）、退職給付引当金が６２億円（資産合計に対し３．４％）となってい

る。 

なお、公債は、流動負債に計上した公債（短期）も含めると４２９億（資産合計に対し２３．

７％）となり、負債合計の８４．３％を占めている。 

(2) 住民一人当たりの貸借対照表について 

平成２０年度末の住民一人当たりの資産合計は３，５１８千円であり、この内訳は、金融資

産が２１３千円、非金融資産が３，３０５千円となっている。 

一方、負債・純資産合計は３，５１８千円であり、この内訳は、流動負債が１２２千円、非

流動負債が８８７千円、純資産が２，５０９千円となっている。 

（注）住民一人当たりの数値は、次の人口で除して算出した。 

平成２０年度は、人口を５１，４０２人（作成基準日：平成２１年３月３１日現在）とした。 
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３ 科目の内容説明 

(1) 資産の部 

「資産」は、これまでの行政活動により形成された様々な資産（社会資本）の年度末現在の財

産価値を示しており、翌年度以降も住民に対して行政サービスや経済的便益を提供するもので、

将来も住民生活や行政活動に役立つものとして、後世に引き継がれる「住民の財産」である。 

① 金融資産 

資金、金融資産（資金を除く）の別に区分して計上している。 

ア 資金 

資金の範囲は、現金及び預金等（出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含

む）としており、歳入歳出現金のほか、歳入歳出外現金も含んでいる。 

イ 金融資産（資金を除く） 

債権、有価証券、投資等に分類して計上している。 

(ｱ) 債権 

a 税等未収金 

市税等に係る収入未済額を計上している。 

b 未収金 

税等未収金に計上した市税等を除く収入未済額を計上している。 

c 貸付金 

各種団体及び個人に対する貸付金のうち償還期限が到来していないものを計上してい

る。 

d その他の債権 

上記税等未収金、未収金及び貸付金以外の債権を計上している。 

e （控除）貸倒引当金 

税等未収金や未収金について、今後の回収ができないと見込まれる金額を見積計上し

ています。見積額の計算については、作成要領等に「過去３年間の実績（不能欠損率）

に基づいて算定することができる。」とされているため、その方法で計算しています。 

(ｲ) 有価証券 

本市が持つ株式や債券で市場価格があるものについては、年度末の市場価格をもって計

上しています。市場価格のないものについては、取得価格をもって計上してあります。 

(ｳ) 投資等 

出資金、基金・積立金、その他の投資に分類して計上している。 

a 出資金 

本市が政策目的をもって保有する有価証券を分類しています。市場価格があるものに

ついては、年度末の市場価格をもって計上しています。市場価格のないものについては、

取得原価をもって計上しています。 

b 基金・積立金 

財政調整基金は、将来の資金不足に備えて、預金等により保有している積立金です。

減債基金は、将来の市債償還に備えて、預金等により保有している積立金です。 

c その他の投資 

出捐金を計上しています。 
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② 非金融資産 

事業用資産、インフラ資産及び繰延資産の別に区分して計上している。 

ア 事業用資産 

資本形成のための資本的支出がなされた後、将来の経済的便益（キャッシュ・フロー）

の流入が見込まれる資産（将来売却が可能なもの）であり、公有財産として管理されて

いる土地、建物などを計上している。 

イ インフラ資産 

資本形成のための資本的支出がなされた後、将来の経済的便益（キャッシュ・フロー）

の流入が見込まれない資産（将来売却が不可能なもの）であり、道路、橋りょう等の社

会資本を計上している。 

ウ 繰延資産 

将来の期間に影響する特定の費用で、既に代価の支払いが完了し又は支払い義務が確

定し、これに対応する役務の提供を受けたにも関わらず、その効果が将来にわたって発

現するものと期待されるものを計上している。 
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【資産の算定方法】 

 

総務省基準モデル方式へ移行するにあたり、次の算定方法により行った。 

○ 平成１９年度以前に取得した事業用資産及びインフラ資産については、総務省の「新地方公

会計制度実務研究会報告書」等を基に、公正価値により、評価している。 

例えば、土地については、有償・無償取得を問わず、固定資産税評価額を基礎に、建物・工

作物（道路等）については、取得価額×デフレータなどによる再調達価額を基礎に評価額を算

定している。      

○ 平成２０年度以降に取得した事業用資産及びインフラ資産については、資産の取得に係る直

接的な対価（公有財産購入費・工事請負費）のほか、付随費用（設計等の委託費）も取得価額

に含め、積み上げている。 

○ 土地、建物・工作物（道路等）以外の資産のうち、物品については、残存価額50 万円以上

の備品等を積み上げている。 

○ 物件購入費等のリース資産については、「リース取引に関する会計基準」により、ファイナ

ンス・リース取引として、リース料の総額を取得価額として積み上げている。 

○ 事業用資産・インフラ資産（土地、立木竹及び美術品を除く）については、残存価額をゼロ

とし、取得年度の翌年度から定額法により減価償却を行っている。 
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(2) 負債の部 

「負債」の大部分は、市民に行政サービス等を将来とも提供する資産（社会資本）を形成す

るための地方債の未償還額等で、既存の社会資本に対して、後世の住民が将来の市税、地方交

付税等によって賄っていくこととなる債務で、「後世の住民の負担」といえる。 

① 流動負債 

ア 未払金及び未払費用 

債務負担行為による物件購入等費用のうち翌年度（平成２１年度）に支払いが確定し

ている金額を計上している。 

なお、翌々年度以降の支出予定額については、非流動負債の「その他の非流動負債」

に計上している。 

イ 引当金 

賞与引当金として、翌年度（平成２１年度）６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、

全支給対象期間（１２月～５月）に対する本年度の支給対象期間（１２月～３月）の割

合（４／６か月）を乗じた額を計上。 

ウ 預り金（保管金等） 

資金の範囲に含めている歳入歳出外現金を計上している。 

エ 公債（短期） 

公債残高のうち翌年度（平成２１年度）に償還が予定されている公債元金相当額を計

上している。 

② 固定負債 

ア 公債 

公債残高のうち、翌々年度（平成２２年度）以降に償還期限が到来する公債元金相当

額を計上している。 

なお、計上額は年度末の公債残高から翌年度（平成２１年度）の公債償還予定額（流

動負債に計上した分）を差し引いた金額である。 

公債残高は財政状況を認識する上で重要な情報となることから、資産形成以外に充て

られた公債（災害復旧のため及び地方財政措置上特例として発行した地方債）を含む全

ての公債を計上している。 

イ 引当金 

退職給付引当金について、本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）

が普通退職（自己都合退職）した場合の退職手当を次の期末要支給額方式による簡便法

により算定した額を計上している。 

勤務年数ごとに（職員数×平均俸給月額×退職手当の支給率）を算定し合算する。 

 (3) 純資産の部 

「純資産」は、資産合計から負債合計を差し引いた差額で、現在保有している資産のうち、

これまでの世代が負担し、将来の返済や支出の必要のない資産額を、「財源」、「資産形成充

当財源（財源調達別）」、「その他の純資産」に区分して計上している。 

なお、科目内容は、「純資産変動計算書（ＮＷＭ）」の項を参照。 
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２ 新城市（連結）の行政コスト計算書（ＰＬ）の概要 

(1) 経常費用合計（総行政コスト）の状況 

平成２０年度の経常費用合計（総行政コスト）は、２８０億円であり、経常業務費用が１６

５億円（構成比５８．７％）、移転支出が１１６億円（構成比４１．３％）となっている。 

経常業務費用の内訳は、職員給料等の人件費が８３億円（経常業務費用に対し構成比５０．

５％）、減価償却費を含む物件費が４６億円（経常業務費用に対し構成比２８．１％）、委託

費等の経費が２３億円（経常業務費用に対し構成比１４．０％）、公債費（利払分）等の業務

関連費用が１２億円（経常業務費用に対し構成比７．４％）となっている。 

移転支出の内訳は、生活保護費、児童保護費等の社会保障関係費等移転支出が１５億円（移

転支出に対し構成比１２．８％）、補償金等のその他の移転支出が１０１億円（移転支出に対

し構成比８７．２％）となっている。 

なお、平成２０年度の経常費用合計（総行政コスト）に対する経常収益は５４億円であり、

内訳を見ると、使用料及び手数料等の料金等収入を含む自己収入等の業務収益が５２億円、受

取利息及び雑入等の業務関連収益が１億円となっている。 

(2) 純経常費用（純行政コスト）の状況 

平成２０年度の経常費用合計（総行政コスト）から経常収益を除いた純経常費用（純行政コ

スト）は、２２７億円であり、経常費用合計（総行政コスト）に対する割合は、８０．９％と

なっている。 

(3) 住民一人当たりの行政コストについて 

平成２０年度の住民一人当たりの経常費用合計（総行政コスト）は、５４５千円で、これに

対する収入（経常収益合計）１０４千円を差し引いた純経常費用（純行政コスト）は、４４１

千円となっている。 
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３ 科目の内容説明 

(1) 経常費用 

① 経常業務費用 

ア 人件費 

議員歳費、職員給料、賞与引当金繰入、退職給付費用及びその他の人件費の別に区分

して計上している。 

(ｱ) 議員歳費 

報酬のうち議員報酬を計上している。 

(ｲ) 職員給料 

職員給料及び職員手当等を計上している。 

 (ｳ) 退職給付費用   

前期末退職給付引当金残高と当期末退職給付引当金残高の差額を計上している。 

(ｴ) その他の人件費 

報酬のうち議員報酬以外の委員報酬及び非常勤職員報酬、共済費、賃金、災害補償

費を計上している。 

イ 物件費 

消耗品費、維持補修費、減価償却費及びその他の物件費の別に区分して計上している。 

(ｱ) 消耗品費 

消耗品（資産として計上しない取得価額５０万円未満の備品を含む）、燃料費、材

料費、食糧費等を計上している。 

(ｲ) 維持補修費 

資産形成につながらない施設等の維持補修費を計上している。 

(ｳ) 減価償却費 

事業用資産に係る減価償却費を計上している。 

なお、インフラ資産に係る減価償却費については、純資産変動計算書の直接資本減

耗へ計上している。 

(ｴ) その他の物件費 

上記の物品購入費、維持補修費以外の物件費を計上している。 

ウ 経費 

業務費、委託費、貸倒引当金繰入、及びその他の経費の別に区分して計上している。 

(ｱ) 業務費 

旅費交通費を計上している。 

(ｲ) 委託費 

資産形成につながらない委託料を計上している。 

(ｳ) 貸倒引当金繰入 

前期末貸倒引当金残高と当期末貸倒引当金残高の差額を計上している。 

(ｴ) その他の経費 

報償費、交際費、手数料、使用料及び賃借料を計上している。 

エ 業務関連費用 

公債費（利払分）、借入金支払利息、資産売却損及びその他の業務関連費用の別に区
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分して計上している。 

(ｱ) 公債費（利払分） 

公債費の利子支払額を計上している。 

(ｲ) 借入金支払利息 

一時借入金に係る支払利息を計上している。 

(ｳ) その他の業務関連費用 

償還金、割引料等を計上している。 

② 移転支出 

ア 他会計への移転支出 

他会計への繰出金が対象となるが、連結の対象とならない財産区への繰出金以外の支

出は、全額が相殺により消去されている。 

イ 補助金等移転支出 

政策目的による負担金、補助及び交付金を計上している。 

ウ 社会保障関係費等移転支出 

生活保護費、児童保護費等の扶助費を計上している。 

エ その他の移転支出 

扶養費等支出及び補助金等支出以外の経常移転支出（負担金、補助金、交付金及び補

償補てん及び賠償金等）を計上している。 

(2) 経常収益 

① 経常業務収益 

ア 業務収益 

自己収入及びその他の業務収益の別に区分して計上している。 

(ｱ) 自己収入 

使用料及び手数料、財産貸付収入、受託事業収入及び収益事業収入等を計上してい

る。 

(ｲ) その他の業務収益 

自己収入以外のその他の営業収益を計上している。 

イ 業務関連収益 

受取利息等、資産売却益及びその他の業務関連外収益の別に区分して計上している。 

(ｱ) 受取利息等 

預金利息及び配当金を計上している。 

(ｲ) その他の業務関連外収益 

延滞金、加算金及び過料、雑入等を計上している。 
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２ 新城市（連結）の純資産変動計算書（ＮＷＭ）の概要 

(1) 財源変動の部・資産形成充当財源変動の部・その他の純資産変動の部の状況 

平成２０年度の純資産は、前期末残高１，２８１億円から当期変動額として８億円増加し、

当期末残高は１，２９０億円となっている。 

この当期変動額の内訳は、財源変動の部が１７億円の増、資産形成充当財源変動の部が４

０億円の増、その他の純資産変動の部が４８億円の減となっている。 

(2) 住民一人当たりの純資産について 

平成２０年度の住民一人当たりの純資産は、前期末残高より１６千円増加し、２，５０９

千円となっている。 
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３ 科目の内容説明 

(1) 財源変動の部 

財源の使途、財源の調達の別に区分して計上し、行政コスト計算書に計上されない財源の

流出入を表している。 

① 財源の使途 

財源の使途は、市税や地方交付税などの一般財源や国庫補助金などの財源をどのような

ものに使ったかを表している。 

ア 純経常費用への財源措置 

純経常費用への財源措置は、行政コスト計算書の収支尻である純経常費用（純行政コ

スト）と連動している。 

イ 固定資産形成への財源措置 

事業用資産・インフラ資産の形成のために支出した金額を計上している。  

ウ 長期金融資産形成への財源措置 

貸付金、出資金、基金・積立金等の長期金融資産のために支出した金額を計上してい

る。 

エ その他の財源の使途 

直接資本減耗（インフラ資産に係る減価償却費相当額）等を計上している。 

② 財源の調達 

財源をどのような収入で調達したかを表している。 

ア 税収 

個人所得課税、法人所得課税を計上している。 

   イ 社会保険料 

     国保健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料を計上しています。 

ウ 移転収入 

  他会計からの移転収入は、他会計からの繰入金が対象となるが、連結の対象とならな

い財産区からの繰入金以外は、全額が相殺により消去されている。 

     国や県から当市に支払われる資金で、補助金や交付税等を計上している。 

     その他の移転収入は、社会保険診療報酬支払基金等からの交付金等を計上している。 

エ その他の財源の調達 

固定資産売却収入及び長期金融資産償還収入（貸付金の償還収入、基金・積立金の取

崩し等）などを計上している。 

(2) 資産形成充当財源変動の部 

固定資産の変動、長期金融資産の変動及び評価・換算差額等の変動の別に区分して計上し、

財源を将来世代が利用可能な固定資産、長期金融資産にどの程度使ったかを表している。 

① 固定資産の変動 

事業用資産及びインフラ資産を取得した額と過去に取得した事業用資産及びインフラ資

産の経年劣化等に伴う減少額を計上している。 

② 長期金融資産の変動 

貸付金、出資金、基金・積立金等の長期金融資産の増加額と減少額を計上している。 

③ 評価・換算差額等の変動 
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長期金融資産等の再評価益のほか、出資先の減資等を再評価損として計上している。 

(3) その他の純資産変動の部 

純資産に係る財源及び資産形成充当財源の変動以外の変動を表し、開始時未分析残高及び

その他純資産の変動の別に区分して計上している。 

① 開始時未分析残高 

過去（平成１９年度以前）に取得した固定資産及び長期金融資産については、その取得

に要した財源（資産形成充当財源）を算定することは困難であるため、一括して、「開始

時未分析残高」に計上している。 

なお、過去に取得した固定資産の減価償却が進むと、開始時未分析残高も減少すること

となる。 





 25 

２ 新城市（連結）の資金収支計算書（ＣＦ）の概要 

(1) 資金収支（キャッシュ・フロー）の状況 

平成２０年度の資金収支は、現金収入合計が４２３億円に対し、現金支出合計が４２４億

円である。この結果、期首資金残高２６億円から当期資金収支額とし１億円減少し、期末資

金残高は２５億円となっている。 

その内訳は、経常的収支で５４億円のプラス、資本的収支で３９億円のマイナス、財務的

収支で１６億円のマイナスとなっている。 

(2) 住民一人当たりの資金残高について 

平成２０年度の住民一人当たりの期末資金残高は、期首資金残高５１千円から、当期資金

収支額として２千円減少し、４９千円となっている。 
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３ 科目の内容説明 

(1) 経常的収支 

経常的支出及び経常的収入の別に区分して計上している。 

① 経常的支出 

経常業務費用支出及び移転支出の別に区分して計上している。 

これらは、行政コスト計算書の区分に応じており、経常業務費用支出は、行政コスト計

算書の「経常業務費用（公債費（利払分）・借入金支払利息を除く）」の、移転支出は、

行政コスト計算書の「移転支出」のキャッシュ・フローを表している。 

② 経常的収入 

租税収入、社会保険料収入、経常業務収益収入及び移転収入の別に区分して計上してい

る。これらは、純資産変動計算書、行政コスト計算書の区分に応じており、租税収入、移

転収入は、純資産変動計算書の「税収」、「移転収入」の、経常業務収益収入は、行政コ

スト計算書の「経常業務収益」のキャッシュ・フローを表している。 

(2) 資本的収支 

資本的支出及び資本的収入の別に区分して計上している。 

① 資本的支出 

固定資産形成支出、長期金融資産形成支出及びその他の資本形成支出の別に区分して計

上している。 

固定資産形成支出及び長期金融資産形成支出は、純資産変動計算書の区分に応じており、

固定資産形成支出は、純資産変動計算書の「固定資産形成」の、長期金融資産形成支出は、

純資産変動計算書の「長期金融資産の増加」のキャッシュ・フローを表している。 

なお、その他の資本形成支出は、資産形成とはならない短期貸付金支出等のキャッシュ・

フローを表している。 

② 資本的収入 

固定資産売却収入、長期金融資産償還収入及びその他の資本処分収入の別に区分して計

上している。 

固定資産売却収入及び長期金融資産償還収入は、純資産変動計算書の区分に応じており、

固定資産売却収入は、純資産変動計算書の「固定資産売却収入（元本分）」の、長期金融

資産償還収入は、純資産変動計算書の「長期金融資産の減少」のキャッシュ・フローを表

している。 

なお、その他の資本処分収入は、資産形成とはならない短期貸付金元本額償還等のキャ

ッシュ・フローを表している。 

(3) 財務的収支 

財務的支出及び財務的収入の別に区分して計上している。 

① 財務的支出 

支払利息支出及び元本償還支出の別に区分して計上し、公債及び借入金に係る元本償還

支出、支払利息に係るキャッシュ・フローを表している。 

なお、歳入歳出外現金の払出しは、「その他の元本償還支出」に計上している。 

② 財務的収入 

公債発行収入、借入金収入及びその他の財務的収入の別に区分して計上し、公債及び借
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入金収入に係るキャッシュ・フローを表している。 

なお、歳入歳出外現金の受入れは、「その他の財務的収入」に計上している。 
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